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食料・農業・農村基本法の見直し
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■日本の農林水産分野のGHG排出量の内訳

世界全体と日本の農業由来の温室効果ガス（GHG）の排出
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○ 世界のGHG排出量は、590億トン（Co₂換算）。このうち、農業・林業・その他土地利用の排出は世界の排出全
体の1/4。（2019年）

○ 日本の排出量は11.70億トン。農林水産分野は約4,949万トン、全排出量の4.2％。
○ 農業分野からの排出について、水田、家畜の消化管内発酵、家畜排せつ物管理等によるメタンの排出や、

農用地の土壌や家畜排せつ物管理等によるN₂Oの排出がIPCにより定められているところ。
○ 日本の吸収量は約4,590万トン。このうち森林4,290万トン、農地・牧草地180万トン（2019年度）

■世界の経済部門別のGHG排出量

単位：億t-CO₂換算

＊「農業」には、稲作、畜産、施肥などによる排出量が含まれる
が、燃料燃焼による排出量は含まない。

出典：「IPCC 第6次評価報告書第３作業部会報告書（2022年）」
を基に農林水産省作成

＊温室効果は、CO2に比べメタンで25倍、N2Oでは298倍。
＊排出量の合計値には、燃料燃焼及び農作物残渣の野焼きによるCH4・N2Oが含まれてい
るが、僅少であることから
表記していない。このため、内訳で示された排出量の合計とガス毎の排出量の合計値

は必ずしも一致しない。
出典：国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス「日本の温室効果ガス排出量
データ」を基に農林水産省作成



環境負荷低減のクロスコンプライアンスのイメージ
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令和６年度農林水産関係予算の重点事項（令和５年12月22日）（抜粋）
Ⅳ みどりの食料システム戦略による環境負荷低減に向けた取組強化
～SDGｓの世界的浸透を踏まえた農業者等のチャレンジを全力で応援～
農林水産省の全ての補助事業に対し、最低限行うべき環境負荷低減の取組の実践を義務化する
「クロスコンプライアンス」を、令和９年度を目標に本格実施することとし、
令和６年度は事業申請時のチェックシート提出に限定し試行実施を行う。



最低限行うべき環境負荷低減の取組
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・水を生み出す水源地を守っています
水土里ネット明治用水の理念である、「水を使うものは自ら

水をつくるべきである」を合言葉に、１世紀にわたって矢作

川上流の水源林を守る活動に取り組んできました。

森林は水を貯め、洪水を緩和し、日照りの続く時にも安定し

て水を供給するなど、私たちの生活を守ってくれています。

明治41年、豊田市羽布町の水源地への植林に始まり、小渡

町・有間町、長野県下伊那郡根羽村・平谷村の542.63ha（名

古屋ドーム約120個分の面積）におよぶ水源林の保有・管理

をしています。

水土里ネット明治用水における水源地を守る取組
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・森林管理プロジェクトによるクレジット認証量の推移（累計）

（J-VERからの移行含む、2023年11月現在）

J－クレジット制度における森林・木材分野のクレジットについて
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○ J－クレジット制度において、森林分野（森林管理プロジェクト）では「森林経営活動」・「植林活動」・「再造林
活動」の3つの方法論が存在。

○ 森林管理プロジェクトを通じて、当該区域の森林の成長による吸収量（排出量を控除した純吸収量）を算定
してクレジットとして認証申請することが可能。

・森林管理プロジェクトの登録件数の推移（累計）

（J-VERからの移行含む、2023年11月現在）

注：2023年11月現在で登録実績があるのは、森林経営活動方法論及び再造林方法論のみである。


